
第１８０回国会閣第２０号に対する修正案 

第１８０回国会衆議院農林水産委員会可決 

 

   株式会社農林漁業成長産業化支援機構法案に対する修正案 

 株式会社農林漁業成長産業化支援機構法案の一部を次のように修正する。 

 目次中「第二十六条」の下に「・第二十七条」を加え、「第二十七条－第三十二条」を

「第二十八条－第三十三条」に、「第三十三条－第三十五条」を「第三十四条－第三十六

条」に、「第三十六条・第三十七条」を「第三十七条・第三十八条」に、「第三十八条」

を「第三十九条－第四十一条」に、「第三十九条－第四十五条」を「第四十二条－第四十

九条」に改める。 

 第一条中「並びに農山漁村の活性化」を「、農山漁村の活性化並びに農林漁業者の経営

の安定向上」に改め、「鑑み」の下に「、地域との調和に配慮しつつ」を、「農林漁業

が」の下に「農林漁業者の所得を確保し、及び農山漁村において雇用機会を創出すること

ができる」を加え、「、農林水産物又は農林漁業の生産活動」を「主体となって、農林水

産物、農林漁業の生産活動又は農山漁村」に、「又は新役務」を「、新役務」に改め、

「提供若しくは需要の開拓」の下に「又は農山漁村における再生可能エネルギーの開発、

供給若しくは需要の開拓」を加える。 

 第三条第二項中「第四十四条第一号」を「第四十八条第一号」に改める。 

 第八条第一項第三号中「第二十一条第一項第七号」を「第二十一条第一項第一号」に改

め、「対象事業活動」の下に「及び同号に規定する対象事業者に対し資金供給その他の支

援を行う事業活動」を加える。 

 第十五条第一項第三号中「前二号」を「前三号」に改め、同号を同項第四号とし、同項

第二号を同項第三号とし、同項第一号中「事業者」を「対象事業者又は対象事業活動支援

団体」に改め、同号を同項第二号とし、同項に第一号として次の一号を加える。 

 一 第二十一条第一項第八号の規定により行う指導、勧告その他の措置の内容の決定 

 第十五条第二項中「前項第一号及び第二号」を「第一項第一号から第三号まで」に改め、

同項を同条第四項とし、同条第一項の次に次の二項を加える。 

２ 委員会は、前項第二号に掲げる決定を行おうとするときは、あらかじめ、農林漁業者

その他の関係者の意見を聴かなければならない。 

３ 委員会は、第二十一条第一項第一号に規定する支援対象事業者及び同項第二号に規定

する支援対象事業活動支援団体の事業活動の状況の適切な評価を行い、その結果を第一

項各号に掲げる決定に反映させるものとする。 

 第十六条中第八項を第九項とし、第三項から第七項までを一項ずつ繰り下げ、第二項の

次に次の一項を加える。 

３ 委員には、農業、林業又は漁業に関して専門的な知識と経験を有する者が含まれるよ

うにしなければならない。 



 第十七条第一項中「前条第八項」を「前条第九項」に改める。 

 第二十一条第一項第一号を次のように改める。 

 一 支援対象事業者（農林漁業者が主体となって、農林水産物、農林漁業の生産活動又

は農山漁村の特色を生かしつつ、新商品の開発、生産若しくは需要の開拓、新たな販

売の方式の導入若しくは販売の方式の改善、新役務の開発、提供若しくは需要の開拓

又は農山漁村における再生可能エネルギーの開発、供給若しくは需要の開拓を行うこ

とにより、国内外における新たな事業分野を開拓する事業活動（以下「対象事業活

動」という。）を行う事業者であって、地域資源を活用した農林漁業者等による新事

業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（平成二十二年法律第六十

七号）第五条第一項の認定を受けたもの（以下「対象事業者」という。）のうち第二

十三条第一項の規定により支援の対象となったものをいう。以下同じ。）に対する出

資 

 第二十一条第一項第十四号を同項第十六号とし、同項第十三号を同項第十五号とし、同

項第十二号中「対象事業活動」の下に「及び対象事業者に対し資金供給その他の支援を行

う事業活動」を加え、同号を同項第十四号とし、同項第八号から第十一号までを二号ずつ

繰り下げ、同項第七号中「（農林漁業者が、農林水産物又は農林漁業の生産活動の特色を

生かしつつ、新商品の開発、生産若しくは需要の開拓、新たな販売の方式の導入若しくは

販売の方式の改善又は新役務の開発、提供若しくは需要の開拓を行うことにより、国内外

における新たな事業分野を開拓する事業活動及び当該事業活動に対し資金供給その他の支

援を行う事業活動をいう。以下同じ。）」を削り、同号を同項第九号とし、同項第六号中

「対象事業者」を「支援対象事業者」に改め、同号を同項第七号とし、同号の次に次の一

号を加える。 

 八 第二号の資金供給その他の支援に関し、契約内容の適正化その他当該資金供給その

他の支援の対象となった対象事業者の保護を図り、及び我が国農林漁業の安定的な成

長発展の見地に立った対象事業活動支援（次条第一項に規定する対象事業活動支援を

いう。）を行うため必要な支援対象事業活動支援団体に対する指導、勧告その他の措

置 

 第二十一条第一項第五号中「対象事業者」を「支援対象事業者」に改め、同号を同項第

六号とし、同項第四号中「対象事業者」を「支援対象事業者」に、「第九号」を「第十一

号」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号中「対象事業者」を「支援対象事業者」

に改め、同号を同項第四号とし、同項第二号中「対象事業者」を「支援対象事業活動支援

団体」に改め、同号を同項第三号とし、同項第一号の次に次の一号を加える。 

 二 支援対象事業活動支援団体（対象事業者に対し資金供給その他の支援を行う団体

（以下「対象事業活動支援団体」という。）のうち第二十三条第一項の規定により支

援の対象となったものをいう。以下同じ。）に対する出資 

 第二十一条第二項中「前項第十四号」を「前項第十六号」に改める。 



 第二十二条第一項中「機構が対象事業活動」の下に「及び対象事業者に対し資金供給そ

の他の支援を行う事業活動」を加え、「第六号」を「第七号」に、「事業者」を「対象事

業者又は対象事業活動支援団体」に改め、同条第四項を同条第六項とし、同条第三項を同

条第五項とし、同条第二項中「農山漁村における雇用機会の創出その他農山漁村の活性化

に資するよう配慮されたもので」を「次に掲げる事項に配慮して定められ」に改め、同項

に次の各号を加える。 

 一 多様な農林漁業者により、及びその連携の下に担われている地域の農林漁業の健全

な発展に資するものとすること。 

 二 農林漁業者の所得の確保及び農山漁村における雇用機会の創出その他農山漁村の活

性化に資するものとすること。 

 三 対象事業者に対する資金供給その他の支援が農林漁業者その他の関係者の意向を尊

重したものとなるようにすること。 

 第二十二条第二項を同条第三項とし、同項の次に次の一項を加える。 

４ 農林水産大臣は、支援基準を定めようとするときは、あらかじめ、農林漁業者、農林

漁業に関する団体その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものと

する。 

 第二十二条第一項の次に次の一項を加える。 

２ 支援基準は、次に掲げる事項を含むものでなければならない。 

 一 対象事業者の意思決定における農林漁業者の主導性の確保に関する事項 

 二 農林漁業の安定的な成長発展を図るために必要な対象事業活動支援団体の選定及び

監督に関する事項 

 第二十三条第一項中「事業者」を「対象事業者又は対象事業活動支援団体」に改め、同

条第二項中「にその旨を通知し、相当の期間を定めて、意見を述べる機会を与え」を「の

認可を受け」に改め、同条第三項中「規定による通知を受けた」を「認可の申請があっ

た」に、「ものとする」を「とともに、農林漁業者その他の関係者の意見を聴かなければ

ならない」に改め、同条第四項中「事業者」を「対象事業者又は対象事業活動支援団体」

に、「第二項の期間内に、機構」を「農林水産大臣」に改める。 

 第二十四条第一項第一号中「対象事業者」を「支援対象事業者」に改め、同項第二号中

「対象事業者」を「支援対象事業者又は支援対象事業活動支援団体」に改め、同号を同項

第三号とし、同項第一号の次に次の一号を加える。 

 二 支援対象事業活動支援団体が対象事業者に対し資金供給その他の支援を行わないと

き。 

 第二十四条第二項中「対象事業者」を「支援対象事業者又は支援対象事業活動支援団

体」に改める。 

 第二十五条第一項中「対象事業者」を「支援対象事業者又は支援対象事業活動支援団

体」に、「にその旨を通知し、相当の期間を定めて、意見を述べる機会を与え」を「の認



可を受け」に改め、同条第二項中「対象事業者」を「支援対象事業者又は支援対象事業活

動支援団体」に改める。 

 第二十六条に見出しとして「（国の援助等）」を付し、同条第一項及び第二項中「及び

対象事業者」を「並びに支援対象事業者及び支援対象事業活動支援団体」に改める。 

 第四十五条を第四十九条とする。 

 第四十四条第五号中「に通知をし」を「の認可を受け」に改め、同条第六号中「第二十

七条第一項」を「第二十八条第一項」に改め、同条第七号中「第二十九条」を「第三十

条」に改め、同条第八号中「第三十一条第一項」を「第三十二条第一項」に改め、同条第

九号中「第三十三条第二項」を「第三十四条第二項」に改め、同条を第四十八条とする。 

 第四十三条中「第三十八条第一項」を「第三十九条第一項」に改め、同条を第四十六条

とし、同条の次に次の一条を加える。 

第四十七条 第三十九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした

者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 第四十二条を第四十五条とする。 

 第四十一条第一項中「第三十九条第一項」を「第四十二条第一項」に改め、同条を第四

十四条とし、第四十条を第四十三条とし、第三十九条を第四十二条とする。 

 第三十八条第一項中「農林水産大臣は、」の下に「機構の業務の健全かつ適切な運営を

確保するため必要があると認めるときその他」を加え、同条第三項中「第一項」の下に

「及び第二項」を加え、同項を同条第四項とし、同条第二項中「前項」を「前二項」に改

め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

２ 農林水産大臣は、機構の業務の健全かつ適切な運営を確保するため特に必要があると

認めるときその他この法律を施行するため特に必要があると認めるときは、その必要の

限度において、支援対象事業活動支援団体に対して機構の業務の状況に関し参考となる

べき報告をさせ、又はその職員に、支援対象事業活動支援団体の営業所、事務所その他

の事業場に立ち入り、機構の業務の状況に関し参考となるべき業務の状況若しくは帳簿、

書類その他の物件を検査させることができる。 

 第三十八条に次の一項を加える。 

５ 支援対象事業活動支援団体は、正当な理由があるときは、第二項の規定による報告又

は立入検査を拒むことができる。 

 第九章中第三十八条を第三十九条とし、同条の次に次の二条を加える。 

 （地方公共団体等の支援） 

第四十条 地方公共団体及び農業協同組合、森林組合、漁業協同組合その他の農林漁業者

を直接又は間接の構成員とする団体は、対象事業活動の円滑かつ確実な実施が図られる

よう、対象事業者及び対象事業活動支援団体に対し、必要な支援を行うよう努めなけれ

ばならない。 



 （関係者相互の連携及び協力） 

第四十一条 地方公共団体、機構及び農業法人に対する投資の円滑化に関する特別措置法

（平成十四年法律第五十二号）第五条に規定する承認会社その他の関係者は、対象事業

活動の円滑かつ確実な実施が促進されるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努

めなければならない。 

 第八章中第三十七条を第三十八条とし、第三十六条を第三十七条とし、第七章中第三十

五条を第三十六条とする。 

 第三十四条中「第二十七条第一項、第二十八条、第三十一条第一項又は第三十七条」を

「第二十八条第一項、第二十九条、第三十二条第一項又は第三十八条」に改め、同条を第

三十五条とし、第七章中第三十三条を第三十四条とし、第六章中第三十二条を第三十三条

とし、第二十七条から第三十一条までを一条ずつ繰り下げる。 

 第五章中第二十六条の次に次の一条を加える。 

 （財政上の措置等） 

第二十七条 国は、対象事業活動支援その他の対象事業活動の円滑かつ確実な実施に寄与

する事業を促進するために必要な財政上又は税制上の措置その他の措置を講ずるよう努

めなければならない。 

 附則第一条ただし書を削る。 

 附則第三条中「第二十七条第一項」を「第二十八条第一項」に改める。 

 附則第五条中「五年以内に」を「三年を目途として」に改める。 

 附則第七条を削る。 


